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研究成果の概要（和文）：本研究は、子育て家庭支援領域において社会的包摂を志向する「地域支援」の実践モ
デルの構築を目的とした。地域子育て支援拠点事業等における先駆的な「地域支援」の事例を対象として質的研
究を行った。結果、従事者の働きとして、【従事者が地域の人々とつながる】【子育て家庭と地域の人々の関わ
り合いをつくりだす】【親子が地域の人々に関わることを支える】【子育て家庭の支え合いに親子を巻き込む】
【親子を支える地域の人々の働きを促す】が捉えられた。拠点事業等の「地域支援」の従事者は、地域の中に
「多層的な承認関係」を創り出すことで、地域の中の親子を支えていることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：The aim of the study was to construct a socially inclusive “
community-support” practice model in the child-rearing family domain. A qualitative study was 
conducted using the case studies of pioneering “community-support” practice in settings such as 
the Community-Based Child-Rearing Support Centres. The themes that emerged with regards to practice 
were ‘practitioners to be connected to the community’; ‘to create opportunities for interactions 
between child-rearing families and the community’; ‘to support parent-child involvement in 
community activities’; ‘to involve parent-child in mutual support groups that exist between 
child-rearing families’ and ‘to facilitate community activities that support parent-child’. The 
results indicate that community-support practitioners in settings such as the Community-Based 
Child-Rearing Support Centres are supporting parents and children by forming “multi-layered 
relationships based on mutual approval” in the community. 

研究分野： 子ども家庭福祉学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、従事者の個々の力量に委ねられている子ども家庭支援領域における「地域支援」において、効果的な
実践の展開を支持すると予想され。地域子育て支援拠点事業や利用者支援事業における「地域支援」の先駆的な
実践の中に意図的、無意図的に組み込まれた従事者の働きを捉え、それらを明らかにすることは、従事者が自ら
の働きを客観的に理解することを支え、かつ専門的基盤を有しない従事者間で「地域支援」に関する実践を理解
するための共通の手がかりを提供する。また、子育て中の親が地域の中でより早期に身近な人々から支援を得る
ことや、地域の多様な関係の中で子どもの育ちが支えられるよう環境を整えることに寄与すると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

子ども・子育て新制度が 2015 年 4 月より施行され、わが国の子ども家庭福祉制度は転換期を
迎えた。新制度では、幼児期の学校教育・保育と共に全ての子育て家庭を対象とした地域の子ど
も・ 子育て支援を推進することが示された。これは、社会福祉基礎構造改革による地域福祉の
推進が子ども家庭福祉分野において具現化することを意味する。地域子育て支援拠点事業（以下、
拠点事業）は、2008 年に第２種社会福祉事業に規定されており、子ども家庭福祉の増進に寄与
することを使命としている。2014 年には「利用者支援（個別支援）」と「地域連携（地域支援）」
を一体的に実施する利用者支援事業が創設された。この２つの事業は、子ども・子育て支援法
（2012 年制定）の「地域子ども・子育て支援事業」に位置づけられ、地域における包括的な子
育て支援の実施が要請されている。利用者支援事業は、妊娠期から養育期全般の健全家庭から要
支援家庭までを対象とし、家庭と地域の資源をつなぐ予防的な機能を有する事業である（利用者
支援事業ガイドライン）。さらに本事業では、支援ニーズの発見と支援資源の発掘による一体的
な地域福祉の実現を目指す「地域連携（地域支援）」が規定されている。また、拠点事業におい
ても同様の「地域支援」が加算事業として位置付けられている。子ども家庭福祉制度の転換期に
おいて地域の子ども・子育て支援が固有な実践領域としての地位を得る中で、実効性の高い「地
域支援」が求められることとなった。そのためには実践の体系的・構造的な蓄積と、実効性の伴
う Evidence-Based-Practice としての子育て支援の体系や専門機能の明示が期待される。 欧米
では、すべての family-stage への関与、家族への早期支援、多様な接近を可能とする１）、 

Community-Based の考えは、最も効果的である２）として家庭支援における重要な原則に位置づ
けられている。例えば、ベルギーでは、移民の多さを背景として、当事者、地域住民、実践者、
政策立案者が交流し、子育て家庭支援を検討する取り組みが試みられている３）。これらは、単な
る機関連携やアウトリーチの実現ではなく、地域の資源（文化、慣習を含む）と連動しながら、
子育て家庭をとりまく地域が包摂的な方向に変容することを実現しようとする取り組みといえ
る。我が国では、全国調査では５割以上の拠点事業で、機関連携やアウトリーチを中心とした「地
域支援」を行っているという回答を得ている４）が、拠点事業の「地域支援」に関わる取り組み
は、機関の連携、アウトリーチに焦点化されている。課題としては、拠点事業の「地域支援」は
専門機関との連携に偏重し、地域資源との連携意識の低さ５）、地域福祉の観点の弱さ６）、住民主
体の地域福祉活動に至るような支援は認められないこと７）が指摘されている。一方、先駆的事
例の分析からは、従事者の「地域支援」における専門的機能が捉えられている。例えば、研究代
表者は、拠点事業従事者の６つの専門的機能を明らかにしたが８）、そこには「当事者の活動と地
域参画の支持」「地域住民の支援活動の支持」「ネットワークの形成と活用」の働きが含まれてい
た。子育て支援コーディネーター調査研究委員会（2013）も、従事者が「必要な資源の提案」や
「地域資源の開発」の役割を担っていると報告している９）。 

以上の研究動向からは、拠点事業や利用者支援事業において機関連携やアウトリーチを行っ
ていても、その働きは、「地域支援」の理念である「地域における子育て文化の醸成の実現」に
寄与するには至っていないことが明らかとなった。これは創設から 20 年が経過する拠点事業に
おいて、「地域支援」の体系、構造、機能が十分に検討されていないことが影響していると考え
られる。今後、実効性のある「地域支援」を実現するためには、地域が包摂的な方向に変容する
ための「予防的な地域支援」を指向し、地域を基盤とした子育て家庭支援の定着、地域資源の発
掘から協働、子育て文化の醸成に至る包括的一体的な実践モデルの提示が必須となる。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、国が進める子育て家庭支援施策における「地域支援」の実践モデルを構築す 

ることにある。特に養育初期段階の乳幼児子育て家庭を対象とする支援事業に焦点を当てる。具 

体的には、乳幼児家庭の支援ニーズを捉えたうえで、地域を基盤とした子育て支援の定着、地域 

資源の発掘と協働、子育て文化の醸成までを包括的に捉える実践モデルの開発を目指す。 

 

３．研究の方法 

本研究は、以下３つの研究を行った。なお本研究は、関西学院大学倫理委員会により承認され
た（承認 2016-21）。 
（１）子育て家庭支援における「地域支援」の構成要素の析出 
子育て家庭支援における「地域支援」の先駆的実践から、特に子育て家庭と地域資源の融合を

支持するような援助の構成要素を析出した。 研究のプロセスは、表１参照。 
①ヒアリング調査は、2016～2017 年に 5 回開催。ヒアリングの平均所要時間は２時間。 
②ヒアリング調査の対象 3 名（以下、対象者）は、「地域支援」事業を受託する事業者から以下
の選考基準を考慮し選定した。「地域支援」事業を 5 年以上実施していること、専門機関に止
まらず地域住民等、多様なインフォーマルな資源と協働している実績があること、実践者は、
先駆的で優れた「地域支援」を行っているとして、公式に図書や論文等で紹介された経験を有
すること。 

③聴取された事例はボイスレコーダーに録音し、逐語録を作成した。分析手法は、Thematic 
Analysis の帰納的なアプローチを用いた。 
     



表１ 研究（１）のプロセス 

 
（２）拠点事業と利用者支援事業における「地域支援」の現状分析 
拠点事業と利用者支援事業を対象とした量的調査を実施し、「地域支援」の実態を捉えた。研

究（１）の結果から A:「地域支援」の具体的働きを捉える 25 項目を作成し、また、ソーシャル
ワーク機能を捉える項目として、岩間（2008）の「地域を基盤としたソーシャルワーク機能」よ
り橋本（2011）が作成した B:「地域を基盤としたソーシャルワークの機能」の 27 項目を採用し
た。A の項目は、「よく行っている：４」から「全く行っていない：１」、B の項目は「よくある：
４」から「全くない：１」の 4 件法で回答を求めた。 
①調査対象：全国の拠点事業（利用者支援事業実施団体含む）の職員を対象として実施した。

全ての都道府県、市町村のホームページで拠点事業を確認し一覧を作成した。一
覧から調査対象をランダムに抽出した。 

②調査の方法と期間：郵送法による質問紙調査。調査期間は、10 月 23 日から 12 月 8 日。 
 
③調査配布数と有効回答率：調査配布数、回収数（率）、有効回答数（率）は、表２に示す。 

 

表２ 本調査回収率及び有効回答率 

 
④分析は、「地域支援」の機能実態を捉える項目の平均値により回答の傾向を捉えた後、組織属
性、回答者属性とのクロス集計（独立性の検定）を行った。有意差が認められた項目は、母比
率の差両側検定結果を行った。 

 
（３）子育て家庭支援における「地域支援」の実践モデルの構築  
研究（１）（２）の分析・比較検討から「予防的な地域支援」による子育て家庭支援を実現す

るために、援助機能に焦点をあてた「地域支援」の実践モデルを構築した。さらに、研究（１）
の対象者ではない拠点事業の「地域支援」を担う従事者、他領域で「地域支援」に取り組むソー
シャルワーカーにその図を示し、意見を聴取した。 
 
４．研究成果 
（１）子育て家庭支援における「地域支援」の構成要素の析出 
本研究は、拠点事業と利用者支援事業の「地域支援」における従事者の機能について、先駆的

な実践事例における従事者の働きから検討することを目的とした。特に子育て家庭の日常にお
ける近隣の人々との関係の創出や回復に焦点をあてて、子育て家庭の社会的包摂を展開する「地
域支援」における従事者の機能を検討した。 

Thematic Analysis による分析の結果、子育て家庭を包摂する「地域支援」の働きとしては、
「全ての子育て家庭と地域の関わり合いをつくりだす取り組み」として、【従事者が地域とつな
がる】【子育て家庭と地域の関わり合いをつくりだす】が把握された。 
また「個別の子育て家庭を地域の支え合いに巻き込む取り組み」としては、【親子が地域に関

わることを支える】【子育て家庭の支え合いに親子を巻き込む】【親子を支える地域の働きを促す】
が把握された。 
 
（２）拠点事業と利用者支援事業における「地域支援」の現状分析 
本調査結果は、（https://kosodatekateishien.amebaownd.com/）で公表している。 
本研究では、拠点事業（利用者支援事業基本型を担う拠点を含む）の「地域支援」における従

事者の働きを定量的に把握分析することを目的とした。 
結果、拠点事業や利用者支援事業の「地域支援」では、組織内外での「協力・連携」や当事者

の「主体的取り組みを支える」ことは意識されているものの（平均値 3.0～3.5）、インフォーマ
ル、フォーマルに関わらず地域資源との取り組みは、「協働」を意識する拠点は少ない傾向（平
均値 2.40～2.55）が捉えられた。 

拠点事業等の「地域支援」においては、個別の親子を支援するための専門機関や近隣の人 （々活

調査配布数 550
回収数 288
回収率 52.4%
有効回答数 288
有効回答率 52.4%

段階 研究会における作業工程

第1段階 ヒアリング調査：拠点事業・利用者支援事業の従事者を対象として、「地域支援」実践事例を聴取。

第2段階 第一次分析：逐語録の作成⇒事例の中から従事者の働きを抽出するインシデントの確定

第3段階 再ヒアリング調査：確定されたインシデントにおける従事者の働きかけ及び、援助の意図の確認

第4段階 第二次分析：「地域支援」における従事者の機能のコーディングに基づく分析（Thematic Analysis）

https://kosodatekateishien.amebaownd.com/


動）との連携（平均値 3.21～3.36）は徐々に意識されるようになってきているといえる。しか
し、実際の取り組みは、親子側から地域への関わりを捉えることに止まっており、比較して圏域
全体を視野にいれた地域の互助・共助といった福祉力の向上を促す意識や取り組みは低調であ
る（平均値 2.45～2.47）ことがうかがえた。図１の青い範囲は、岩間（2012)による「地域を基
盤としたソーシャルワーク」機能の全容である。本調査結果を赤い線で示した。 

 

 

注：赤色線が本調査結果から捉えた拠点従事者の「地域支援」の視野と働き 

  青色線は本調査結果から捉えた拠点事業の「地域支援」の課題 

注：岩間伸之（2012）「個を地域で支える援助」と「個を支える地域をつくる援助」岩間伸之・原田正樹『地域福祉援助  

をつかむ』有斐閣 42. 筆者改変。 

図１地域を基盤としたソーシャルワークにおける２つのアプローチにおける地域子育て支援拠点事業 

従事者の「地域支援」の視野 

 
（３）子育て家庭支援における「地域支援」の実践モデルの構築 －結果と考察－ 

①地域の中に多層的な「認め合う」関係をつくる 

研究（１）で把握された子育て家庭支援における「地域支援」の構成要素の関係を下位コード
から捉え、図式化した。拠点事業や利用者支援事業の「地域支援」において従事者は、自ら地域
の人々と認め合う関係をつくり、地域の中で親子の存在を認める人を見出し、親子を支える地域
の人々の働きを認めるなど、地域の中の多層的な承認関係を創り出すことで、多様な支援を要す
ると思われる親子を支えていることが示唆された。これらの働きはかならずしも段階的に取り
組まれるものではないが、個別支援が生じる前の取り組みにより培われた従事者、子育て家庭、
地域の人々の多様な関わり合いが、個別の親子を支援する基盤となり、かつ支援の手がかりとな
っていると捉えられた。つまり、1 つの子育て家庭への支援の取り組みを通じて従事者、子育て
家庭、地域の人々の関わりが育まれ、それらの関わり合いが次なる支援の基盤や手がかりなると
いう循環が見出された（図２参照）。そこに生じた人々の変容は、本人、子育て家庭、地域の人々、
従事者の間で波及し合っていた。 
 
②拠点事業や利用者支援事業の従事者が担う「地域支援」の特性 
研究（１）の対象者ではない拠点事業の「地域支援」を担う従事者、および他領域で「地域支

援」に取り組むソーシャルワーカーに図２を示し、意見を聴取した。結果、拠点事業の従事者か
らは、本研究が示す「地域支援」の実現には、従事者が支援の始まりから変化を見通せる力を持
つこと、地域における自分たちの位置づけを意識できること、地域の人々との相互関係を広く捉
えられることの重要性が示唆された。また、親子の関係、親同士の関係、子ども同士の関係、そ
れらが相互に影響し合うことを踏まえる必要があることも強調された。他領域のソーシャルワ
ーカーからは、本研究で把握された「地域支援」が、親子の生活圏域で取り組まれており、広く
町（街）という範囲で、地域住民が主体的に地域社会に参画し、共生文化にもとづくケアリング
コミュニティを創造する「地域福祉の基盤づくり」10)の働きは認められないことが指摘された。
ただし、いずれも本研究における「地域支援」の構成要素は支持された。 
本研究の（１）（２）（３）の結果を、子ども家庭支援領域における「地域支援」の範囲を捉え

る一つの手がかりとするならば、拠点事業や利用者支援事業の従事者が、予防的な子育て家庭支
援における「個を地域で支える援助」と「個を支える地域をつくる援助」（図２参照）を担い、
社会福祉協議会等が「個を支える地域をつくる援助」と「地域福祉の基盤づくり」を担いつつ、
連携により機能を補完し合いながら、子ども家庭福祉領域における「地域共生社会」の実現に向
けて取り組んでいくことも一案である。 
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これらの結果を踏まえれば、図２は、子育て家庭支援領域における「地域支援」の実践モデル
として提示することが可能であると考えられた。 

 
図２子育て家庭支援領域における「地域支援」の実践モデル 

 

（４）本研究結果の意義と課題 

2018 年に社会福祉法が改正され、「地域共生社会の実現」に向けて、住民の生活圏域における

包括的な支援体制づくりに取り組むことが目指されている。この包括的な支援体制が、「地域住

民の気にかけ合う関係性」に支えられることにより、その家庭が地域につながり続けられること

も期待され、そのための地域づくりも並行して取り組まれる。本研究が開発した子育て家庭支援

領域における「地域支援」の実践モデルは、従事者の個々の力量に委ねられているという子ども

家庭支援領域における「地域支援」において、効果的な実践の展開を支持すると予想される。特

に「地域共生社会の実現」における地域づくりにおいて、従事者が実践を理解するための共通の

手がかりとして機能することが期待される。 

本研究の課題としては、本研究で把握された「多層的な承認関係」の創出における働きをより

詳細化し具体的に捉えること、また承認関係の創出における基本姿勢（原理・原則）の検討があ

げられる。「承認関係」は、ソーシャルワーカーとクライエントの援助関係とは異なることが予

想されることから、「承認関係」の創出の核となる基本姿勢は何かを捉えたい。 
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注：従事者とは、利用者支援事業や拠点事業の担い手のこと。子育て家庭とは、1 つの家庭ではなく、乳幼児を養育する全ての子育て家庭を指す。 
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